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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第38期

第１四半期
累計期間

第39期
第１四半期
累計期間

第38期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 (千円) 3,703,592 3,931,797 16,428,907

経常利益 (千円) 300,865 259,080 1,526,553

四半期(当期)純利益 (千円) 204,720 183,794 1,044,286

持分法を適用した場合の投資
利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 750,000 750,000 750,000

発行済株式総数 (株) 8,790,000 8,790,000 8,790,000

純資産額 (千円) 6,623,953 7,351,248 7,374,616

総資産額 (千円) 9,006,547 10,530,602 10,944,124

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 23.29 20.91 118.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 36.00

自己資本比率 (％) 73.5 69.8 67.4
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間における我が国経済は、堅調な企業収益状況を背景に緩やかな回復基調が続きました。

当社の属する情報サービス産業においても、企業の堅調な設備投資需要を背景に、「働き方改革」実現に向けた

IT活用や、IoT、ビッグデータ、AI(人工知能）等の技術要素の活用などに注目が集まりました。

このような状況の下、当社は主力の金融機関をはじめ製造業や公共向けの各種システム開発等に注力する一方

で、AI活用サービス、RPAアプリケーション、クラウド、データ解析等の分野での高付加価値サービスへの取り組み

を進めました。

この結果、当第１四半期累計期間における経営成績は、主にソフトウェア開発事業が順調に推移し、売上高は

3,931,797千円（前年同四半期比6.2％増）となりましたが、一部プロジェクトの不採算化の影響により営業利益は

253,697千円（前年同四半期比14.8％減）、経常利益は259,080千円（前年同四半期比13.9％減）、四半期純利益は

183,794千円（前年同四半期比10.2％減）となりました。

　

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　ソフトウェア開発

金融系の開発案件のほか、製造業、公共向け開発案件が堅調に推移し、売上高は2,962,626千円（前年同四半期

比7.5％増）となりましたが、上述の通り一部プロジェクトの不採算化の影響により、セグメント利益は361,119

千円（同8.4％減）となりました。

 

②　システム運用管理

通信業・製造業向け案件が拡大し、売上高は924,054千円（前年同四半期比7.9％増）、セグメント利益は

92,187千円（同8.7％増）となりました。

 
③　システム機器販売

前年で計上された金融機関向け大型ハードウェアの売上が影響し、売上高は45,117千円（前年同四半期比

50.4％減）となりましたが、利益率の高い流通業向け販売などによりセグメント利益は2,054千円（同125.8％

増）となりました。

　

当第１四半期会計期間末の資産につきましては、流動資産が9,367,028千円となり、前事業年度末に比べ

321,444千円減少いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が596,363千円減少したことによるものでありま

す。固定資産は1,163,574千円となり、前事業年度末に比べ92,078千円減少いたしました。これは主に投資その他

の資産のその他のうち投資有価証券が45,784千円減少したことによるものであります。この結果、総資産は

10,530,602千円となり、前事業年度末に比べ413,522千円減少いたしました。

負債につきましては、流動負債が2,503,936千円となり、前事業年度末に比べ410,456千円減少いたしました。

これは主に未払法人税等が323,617千円、賞与引当金が229,253千円それぞれ減少したことによるものでありま

す。固定負債は675,416千円となり、前事業年度末に比べ20,302千円増加いたしました。これは主に退職給付引当

金が20,303千円増加したことによるものであります。 この結果、負債合計は3,179,353千円となり、前事業年度

末に比べ390,154千円減少いたしました。

純資産合計については、7,351,248千円となり、前事業年度末に比べ23,367千円減少いたしました。これは主に

その他有価証券評価差額金が31,377千円減少したことによるものであります。この結果、自己資本比率は、

69.8％（前事業年度末は67.4％）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 
(3) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動は、スマートデバイスを活用した音声インターフェイスによる社会

インフラシステムの実現に向けた技術開発等を進めました。

当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は3,166千円であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,790,000 8,790,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数 100株

計 8,790,000 8,790,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

― 8,790,000 ― 750,000 ― 1,196,550
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 700
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

87,881 ―
8,788,100

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
1,200

発行済株式総数 8,790,000 ― ―

総株主の議決権 ― 87,881 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号

700 ― 700 0.0株式会社Minori
ソリューションズ

計 ― 700 ― 700 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,674,989 6,835,695

  受取手形及び売掛金 ※1  2,826,138 ※1  2,229,775

  仕掛品 74,390 175,739

  その他 114,086 126,710

  貸倒引当金 △1,132 △892

  流動資産合計 9,688,472 9,367,028

 固定資産   

  有形固定資産 117,980 135,790

  無形固定資産 30,136 26,514

  投資その他の資産   

   その他 1,133,047 1,026,781

   貸倒引当金 △25,512 △25,512

   投資その他の資産合計 1,107,535 1,001,268

  固定資産合計 1,255,652 1,163,574

 資産合計 10,944,124 10,530,602

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,239,778 1,191,088

  短期借入金 400,000 400,000

  未払法人税等 346,873 23,256

  賞与引当金 299,999 70,746

  受注損失引当金 ― 37,159

  その他 627,743 781,686

  流動負債合計 2,914,393 2,503,936

 固定負債   

  退職給付引当金 613,357 633,660

  その他 41,757 41,755

  固定負債合計 655,114 675,416

 負債合計 3,569,508 3,179,353

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 750,000 750,000

  資本剰余金 1,196,550 1,196,550

  利益剰余金 5,273,387 5,281,397

  自己株式 △315 △315

  株主資本合計 7,219,622 7,227,632

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 154,994 123,616

  評価・換算差額等合計 154,994 123,616

 純資産合計 7,374,616 7,351,248

負債純資産合計 10,944,124 10,530,602
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 3,703,592 3,931,797

売上原価 3,105,308 3,363,394

売上総利益 598,283 568,403

販売費及び一般管理費 300,466 314,705

営業利益 297,817 253,697

営業外収益   

 受取利息 27 287

 受取配当金 2,675 3,485

 受取手数料 ― 1,278

 その他 971 851

 営業外収益合計 3,675 5,904

営業外費用   

 支払利息 617 499

 その他 10 21

 営業外費用合計 627 521

経常利益 300,865 259,080

税引前四半期純利益 300,865 259,080

法人税、住民税及び事業税 2,278 △4,832

法人税等調整額 93,865 80,119

法人税等合計 96,144 75,286

四半期純利益 204,720 183,794
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【注記事項】

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１．四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四半

期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残高に含ま

れております。

 

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

受取手形 9,062千円 5,519千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

減価償却費 10,192千円 9,434千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月24日
取締役会

普通株式 166,995 19 平成29年３月31日 平成29年６月６日 利益剰余金
 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月24日
取締役会

普通株式 175,784 20 平成30年３月31日 平成30年６月５日 利益剰余金
 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期
損益計算書
計上額
(注)２

ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム
機器販売

売上高       

  外部顧客への売上高 2,756,346 856,261 90,984 3,703,592 ― 3,703,592

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,756,346 856,261 90,984 3,703,592 ― 3,703,592

セグメント利益 394,070 84,824 909 479,804 △181,987 297,817
 

(注) １．セグメント利益の調整額△181,987千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期
損益計算書
計上額
(注)２

ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム
機器販売

売上高       

  外部顧客への売上高 2,962,626 924,054 45,117 3,931,797 ― 3,931,797

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,962,626 924,054 45,117 3,931,797 ― 3,931,797

セグメント利益 361,119 92,187 2,054 455,360 △201,662 253,697
 

(注) １．セグメント利益の調整額△201,662千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 23円29銭 20円91銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 204,720 183,794

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 204,720 183,794

普通株式の期中平均株式数(株) 8,789,244 8,789,208
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

平成30年５月24日開催の取締役会において、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額………………………………………175,784千円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………20円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月５日

(注) 平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成30年８月７日
 

 

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ

取締役会 御中
 

 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  平　　野　　　　　満 印
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  石　　井　　宏　　明 印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Minori

ソリューションズの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第39期事業年度の第１四半期会計期間(平成30年４月

１日から平成30年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Minoriソリューションズの平成30年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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